
１．はじめに

本研究は、我が国の重度・重複障害児教育の先導的役割を果たすべく設置された国立久里浜養護学

校（以下、「久里浜養護学校」と記す）の教育実践を、概観するものである。同校は、昭和54年４月１

日の養護学校教育の義務制実施の準備のために、昭和48年９月29日に設置された、我が国における唯

一の国立の単独設置養護学校である。

平成16年４月１日に国立大学の法人化による改組で、筑波大学の附属学校（現在の筑波大学附属久

里浜特別支援学校）となり、それと同時に、就学対象を知的障害が伴う自閉症児に特化させ、発展的

にその役割を終えた。この約31年間に同校が、養護学校教育における義務制実施上の教育実践課題の

解決に貢献してきたことのみならず、その後の重度・重複障害児教育の充実（質的向上）に重要な役

割を果たしてきたことは、昭和62年４月の臨時教育審議会「教育改革に関する第三次答申」
　１）

や平成13

年１月の21世紀の特殊教育の在り方に関する調査研究協力者会議「21世紀の特殊教育の在り方につい

て（最終）報告」、
２）　

平成15年３月の特別支援教育の在り方に関する調査研究協力者会議「今後の特別支

援教育の在り方について（最終報告）」
　３）

等から、垣間見ることができる。

しかし、久里浜養護学校の幕引き答申と思われる「今後の特別支援教育の在り方について（最終報

告）」をみても、第５章３（１）に「国立久里浜養護学校は、昭和48年９月に重度・重複障害の児童生

徒を受け入れる国立の養護学校として設置され、国立特殊教育総合研究所との相互協力の下で、教育

研究や研修の充実に取り組んできた。養護学校への就学の義務化を控えて重度・重複障害の児童生徒

の教育や指導の方法を開発することは重要な政策課題であり、実際的な教育研究や研修面での臨床実

践の場として機能し、当該児童生徒の就学の確保に大きく貢献した。しかしながら、全国的に養護学

校が整備され、また、重度・重複障害の児童生徒の受入れも進められてきている一方で、国立大学の

法人化が具体化し、国立久里浜養護学校を含め国立学校の今後の在り方が問題となったところである。」

と包括的な評価が記述されているものの、重要な政策課題であった重度・重複障害児教育における指

導の方法開発に関して、どのような成果があり、どのような課題を残してその役割を終えたのかが、

具体的には明らかではない。
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このことを解明しておくことは「21世紀の特殊教育の在り方について（最終）報告」や「今後の特

別支援教育の在り方について（最終報告）」で指摘されているように、今だ多くの課題を抱えている重

度・重複障害児における教育現場の課題解決に向けての実践研究のみならず、現在、政策課題として

「自閉症児教育における指導の方法開発」に取り組んでいる筑波大学附属久里浜特別支援学校のように、

政策課題解決を与えられた学校の使命達成のための教育実践研究の指針となるものと考える。

本研究は、このような目的に資するため、久里浜養護学校の教師が印刷媒体によって教育実践に関

する紹介・発表を行ってきたものを特殊教育諸学校における幼稚部教育要領（以下「教育要領（特支）」

と記す）や小学部・中学部学習指導要領（以下「学習指導要領（特支）」と記す。）の内容との関連で

分析・検討・整理し、当該校の教育実践を概観する。さらに、その結果に基づき、今後の政策課題解

決を使命とする学校における教育実践研究等の指針についても考察し、提言を行う。

２．久里浜養護学校の概要

概要については、「平成15年度学校要覧」
　４）

をもとにして作成した｡

（１）設置の趣旨

心身の障害をもつ児童等のうち特に障害が重度または重複している者については、その教育方法が

明らかにされておらず、まだ十分な教育が行われていない現状にある。本校は、国立特殊教育総合研

究所が行うこの教育の実際的研究に協力する目的をもって、同研究所との相互協力の下に教育を行う

学校として設置された。

（２）教職員の定員：（ ）中の数字は定数、［ ］中の名称は、改称前の名称

校長（１）、教頭（１）、教諭（29）、養護教諭（１）、寄宿舎指導員［寮母］（11）、事務職員（５）、

栄養士（１）、看護師［看護婦］（７）、非常勤職員（学校医：８、学校歯科医：１、学校薬剤師）

（３）就学対象

入学を希望する前年度の末日現在において満３歳以上に達する幼児及び学齢児童で、概ね次のいず

れかの障害を有する者とする。①盲・知的障害、②聾・知的障害、③盲・聾・知的障害、④肢体不自

由・知的障害、⑤知的障害（重度）、⑥情緒障害（重度）、⑦その他の重複障害

（４）入学者の決定方法

就学対象に該当する者で、国立特殊教育総合研究所と協力して行う教育相談の結果、久里浜養護学

校への就学が適当とされた者のうち、都道府県教育委員会が推薦した者について選考のうえ決定する。

（５）部の種類、学級数、定員

①　幼稚部６学級：定員18

②　小学部12学級（昭和48年度のみ小学部低学年６学級）：定員36（昭和48年度のみ18）

（６）その他

①　開校日：昭和48年９月29日

②　寄宿舎併設：収容人数54

３．方法

（１）研究対象

久里浜養護学校が冊子形式で、定期的に教育活動等を文部省特殊教育課（現在の文部科学省特別支
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援教育課）に報告するとともに、全国の特殊教育諸学校を所管する教育委員会や特殊教育センター及

び全国の各養護学校に配布してきたものに、｢教育年報
　　５）

｣、「教育実践研究報告」、「手作り教材教具集
　　６）

」

の３誌がある。このうち「教育実践研究報告」の内容については、「教育年報」に全て概要が記載され

ていたので、重複記載のない以下の２誌を対象とした。

①　教育年報

久里浜養護学校が「運営」、「教育活動」、「研究活動」等を柱としてどのような教育活動を行ってき

たのかを、年度ごとにまとめたものである。本研究においては、１・２年報（昭和48年度・49年度報

告、昭和49年４月発行）から31年報（平成15年度報告、平成16年３月発行）までの「教育実践に関する

紹介・発表一覧」に掲載されている668本から、放送関係に関するもの、講演に関するもの及び広報紙

等によるもの32本を除いた636本を対象とした。

②　手作り教材教具集

指導内容・方法が解明されていない重度・重複障害児教育においては、市販されている教材教具の

活用だけでは不十分であるので、教材教具の開発も久里浜養護学校の役割の一つであった。そこで市

販されている教材教具の活用だけでは不十分な部分を、教材教具を創作することで補い、教育実践に

活用していた。この創作教材教具について、作製のねらい、工夫の要点、使用の方法、使用の効果と

いう項目で、毎年度まとめたものである。本研究においては、創刊号（昭和63年度報告、平成元年３

月発行）から16号（平成15年度報告、平成16年３月発行）までに掲載されている252本を対象とした。

（２）整理の方法

①　整理の観点

「投稿先」、「投稿内容」、「国立特殊教育総合研究所研究員との共同研究」に関する投稿数等の三つ

の観点で整理した。

②　カテゴリーの設定

ア．投稿先は、「専門誌」、「市販図書」、「学会誌等」、「久里浜養護学校出版誌（以下、「自校出版誌」と

記す）」及び「その他」の５区分で設定し、各々に包含される冊子は、以下のとおりとした。

ａ．専門誌：「季刊特別支援教育」、「肢体不自由教育」、「教育と医学」、「発達の遅れと教育」等の

専門家向けに定期的に出版されている図書

ｂ．市販図書：出版会社が発行元となり、通常は書店等を通して販売される一過性の図書

ｃ．学会誌等：各種学会機関誌、各種学会発表論文集、大学・研究機関紀要、科学研究費補助金等

による研究助成機関報告書等

ｄ．自校出版誌：久里浜養護学校出版誌のうち「教育実践研究報告」、「手づくり教材教具集」及び

「障害のある乳幼児に対する早期からの指導者等研究協議会事後集録」の３誌

ｅ．その他：上記ａ～ｄ以外のもの

イ．投稿内容は、大区分として、「授業における指導内容・方法に関する内容」、「授業における指導ツ

ール等に関する内容」、「保健管理・寄宿舎生活に関する内容」、「センター的役割等に関する内容」

及び「その他」の５区分を設定し、それぞれには、以下の小区分に該当する内容が包含されるもの

として整理した。

ａ．「授業における指導内容・方法に関する内容」：「自立活動」、「特別活動（行事）」、「指導全般」

及び「移行（進路）」の４項目

ｂ．「授業における指導ツール等に関する内容」：「教材教具」、「実態把握・評価法」及び「個別の

指導計画」の３項目
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ｃ．「保健管理・寄宿舎生活に関する内容」：「保健管理」及び「寄宿舎生活」の２項目

ｄ．「センター的役割等に関する内容」：「保護者との連携」、「専門機関との連携（在校生支援）」

及び「地域等支援（相談含む）」の３項目

ｅ．その他：上記「ａ～ｄ」の小区分に該当する13項目以外の内容

③　分析方法

政策課題解決のために設置された学校である久里浜養護学校における教育実践の成果や残された課

題を明らかにするためには、我が国の特殊教育諸学校における教育課程の基準となる教育要領（特支）

と学習指導要領（特支）との関連で分析していく必要がある。分析対象となる期間、すなわち久里浜

養護学校が重度・重複障害児教育における指導の方法開発の役割をもって開校した昭和48年９月から

その役割を終えた平成16年３月までの期間に、学習指導要領（特支）は、昭和54年、平成元年、平成

11年と３度の改正告示がなされた。また、教育要領（特支）は平成元年に告示、平成11年に改正告示

がなされている。したがって、昭和54年度以前をⅠ期、昭和54年度～昭和63年度をⅡ期、平成元年～

平成10年度をⅢ期、平成11年度～平成15年度をⅣ期として、それぞれの期間における教育実践にかか

わる投稿と告示内容との関連を検討し、政策課題解決の成果と残された課題を明らかにする方法をと

る。

４．結果

（１）投稿先と期間別投稿数

投稿先別で全期間の投稿数（年間平均数）を示すと、自校出版誌が12.9本と最も多く、以下、学会誌

等6.9本、専門誌5.3本、市販図書3.5本の順で多かった。その他１本は値が小さいので以後、このカテゴ

リーの統計からは除外して示す。期間別の投稿数（年間平均数）で示すと、Ⅰ期23.3本、Ⅱ期28.1本、

Ⅲ期29.9本、Ⅳ期33.4本の順で多かった。（表１参照）

（２）投稿内容

Ⅰ期からⅣ期までの各期間に投稿された教育実践に関する内容は、表２・表３・図１・図２・図３

のとおりである。これらの結果を「授業における指導内容・方法に関する内容」、「授業における指導

ツール等に関する内容」、「保健管理・寄宿舎生活に関する内容」、「センター的役割等に関する内容」

及び「その他」の５区分で整理すると、以下のようになる。

①　「授業における指導内容・方法に関する内容」の年間平均投稿数は、7.8本（Ⅳ期）から15.2本（Ⅱ

期）の間にあり、数多く投稿されていた。（表２、図１参照）

②　「授業における指導ツール等に関する内容」の年間平均投稿数は、5.7本（Ⅰ期）から18.2本（Ⅲ期）
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表１　投稿先別年間平均投稿数 

学会誌等 12.2 8.3 3.7 4.2 6.9 

専門誌 7.3 6 3.7 4.8 5.3 

市販図書 3.3 7.8 0.8 0.4 3.5 

自校出版誌 0.5 6 21.7 24 12.9 

　　　計 23.3 28.1 29.9 33.4

Ⅰ期 

備考：平成11年度の特殊教育史（文部科学省）への投稿１本は除外した。 

Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 全期間 



の間にあり、数多く投稿されていた。この内容は、最小値のⅠ期を基準としてみるとⅡ期が約1.5倍、

Ⅲ期が約3.2倍、Ⅳ期が約3.1倍とⅢ期以降、顕著に増加していた。（表２、図１参照）

③　投稿数の多かった「授業における指導内容・方法に関する内容」と「授業における指導ツール等

に関する内容」に区分された内容の内訳（表２参照）をみると、「授業における指導内容・方法に関

する内容」においては、「自立活動」に区分される内容が極めて多く、「授業における指導ツール等

に関する内容」においては、「教材教具」に区分される内容が顕著に多かった。この双方をあわせる

と各期間とも総投稿数の半数以上を占め、最も多いⅢ期においては、83.9％を占めていた（表３参照）。

④　「授業における指導ツール等に関する内容」に区分された内容のうち、実態把握・評価方法に関

するものについてはⅠ期・Ⅱ期に投稿が多く、個別の指導計画に関するものは逆にⅣ期が最も多か

った（表２参照）。年度別に見ると実態把握等に関するものは、開校１年後から昭和58年度までのⅡ

期前半までに多く、その後全く投稿がなかったが、平成７年度８年度のⅢ期後半に再び増加してい

た（図３参照）。

⑤　自立活動に関する内容と投稿数の内訳（図２参照）は、コミュニケーションに関する内容の投稿

が、全ての期間において、年間平均投稿数が２本以上で最も多かった。このコミュニケーションに

関する内容以外に、年間平均投稿数が２本以上のものは、Ⅰ期におけるＡＤＬに関する内容とⅡ期

における自立活動の区分（柱）全体に渡る内容の２点であった。また、各期間間で比較するとⅠ期

からⅡ期にかけて、ＡＤＬと実態把握に関する内容を除いた他の６項目の内容全てが増加しており、

Ⅱ期からⅢ期にかけては、ＡＤＬに関する内容以外全てが減少していた。

⑥　「保健管理・寄宿舎生活に関する内容」の年間平均投稿数は、全期間を通してそれぞれ２本未満

と極めて少なかった。（表２、図１参照）

⑦　「センター的役割等に関する内容」の投稿数は、Ⅰ期からⅡ期まで各期間に１本ずつと極めて少

なかった。Ⅲ期においては、年間平均１本までに増加し、Ⅳ期では年間平均7.6本と大幅に増加して

いた。（表２、図１参照）

このことを年度別投稿数（図４参照）でみてみると、地域支援に関する内容の投稿数が、Ⅳ期に

平成11年１本、平成12年度が５本、平成13度が５本、平成14年度が９本、平成15年度が９本、と顕著

に増加していた。

⑧　「その他」に区分される内容の年間平均投稿数は、Ⅰ期からⅢ期までは減少し、Ⅳ期に再び増加

していた。Ⅲ期は10年間の投稿数が６本と極めて少なかった。（表２、図１参照）

（３）国立特殊教育総合研究所研究員との共同研究

各期間における共同研究による投稿数は図５に示した。年間平均投稿数はⅠ期が5.5本と最も多く、

次いでⅡ期（2.9本）、Ⅲ期（1.2）とほぼ半減していき、Ⅳ期が0.2本と最も少なかった。

年度別の投稿数は図６に示した。昭和55年度の年間平均10本が最も多く、次いで昭和52年度の９本、

昭和54年度の８本、昭和49・50・53年度の７本の順で多かった。また、全く投稿がなかった年度は、昭

和63年度・平成２・３・８・10・11・13・14・15年度の９年間であった。
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表２　投稿内容別投稿数 

Ⅰ期 

備考：（　）中の値は、年間平均投稿数 

Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 全期間 

授業内容・方法に関する内容 

　自立活動 

　特別活動（行事） 

　指導全般 

　移行（進路） 

授業の指導ツール等関する内容 

　教材教具 

　環境構成 

　実態把握・評価方法 

　個別の指導計画 

保健管理・寄宿舎生活に関する内容 

　保健管理 

　寄宿舎生活 

センター的役割等に関する内容 

　保護者との連携 

　専門機関との連携（在校生支援） 

　地域等支援（相談含む） 

　その他 

 

 61（10.2） 152（15.2） 101（10.1） 39（7.8） 353（11.4） 

 51（8.5） 127（12.7） 85（8.5） 21（4.2） 284（9.2） 

 1（0.2） 2（0.2） 3（0.3） 2（0.4） 8（0.3） 

 9（1.5） 21（2.1） 11（1.1） 11（2.2） 52（1.7） 

 0（０） 2（0.2） 2（0.2） 5（１） 9（0.3） 

 34（5.7） 86（8.6） 182（18.2） 88（17.6） 390（12.6） 

 20（3.3） 71（7.1） 171（17.1） 74（14.8） 336（10.8） 

 0（０） 1（0.1） 2（0.2） 5（１） 8（0.3） 

 10（1.7） 13（1.3） 7（0.7） 0（０） 30（1.0） 

 4（0.7） 1（0.1） 2（0.2） 9（1.8） 16（0.5） 

 6（１） 18（1.8） 6（0.6） 0（０） 30（1.0） 

 5（0.8） 12（1.2） 3（0.3） 0（０） 20（0.6） 

 1（0.2） 6（0.6） 3（0.3） 0（０） 10（0.3） 

 １（0.2） １（0.1） 10（１） 38（7.6） 10（3.2） 

 0（０） 0（０） 7（0.7） 3（0.6） 10（3.2） 

 1（0.2） 0（０） 0（０） 6（1.2） 7（0.2） 

 0（０） 1（0.1） 3（0.3） 29（5.8）  33（1.1） 

 38（6.3） 24（2.4） 6（0.6） 16（3.1） 84（2.7） 

 140（23.3） 281（28.1） 305（30.5） 181（36.2） 907（29.3） 合　　計 

図１　投稿内容 

0
Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 

10.2 15.2 10.1 7.8

5.7 8.6 18.2 17.6

1 1.8 0.6 0

0.2 0.1 1 7.6

6.3 2.4 0.6 3.1

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

年
間
平
均
投
稿
数
 

授業内容・方法に関する内容 

授業の指導ツール等関する内容 

保健管理・寄宿舎生活に関する内容 

センター的役割等に関する内容 

その他 



重度・重複障害児教育に関する研究 145

新潟青陵大学短期大学部研究報告　第39号（2009）

図３　個別の指導計画と実態把握・評価法に関する投稿 
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表３　自立活動と教材教具に関する投稿数と割合 

総投稿数 
（年間平均） 

自立活動 

年間平均 割合 

教材教具 

年間平均 割合 

自立活動・教材教具 

年間平均 割合 

備考：内容重複有り 

Ⅰ期 23.3 8.5 36.5％ 3.3 14.2% 11.8 50.6％ 

Ⅱ期 28.1 12.7 45.2％ 7.1 25.3% 19.8 70.5% 

Ⅲ期 30.5 8.5 27.9％ 17.1 56.1% 25.6 84.0% 

Ⅳ期 36.2 4.2 11.6％ 14.8 40.9% 19 52.5%

図２　自立活動に関する内容 
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５．考察

（１）Ⅰ期における課題解決事項と課題

Ⅰ期にかかわる学習指導要領（特支）
７）

で重度・重複障害児に関わる主な内容としては、次の２点の

ことがあげられる。

①　重複障害児の特殊教育諸学校就学に応じるために、昭和45年10月の教育課程審議会の答申「盲学

校、聾学校および養護学校の教育課程の改善について」に基づき、「児童又は生徒の心身の状態を改
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図４　センター的役割に関する投稿（詳細） 
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図６　年度別共同研究投稿数 

図５　共同研究の投稿数 
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図７　教育実践の評価 
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善し、又は克服するために必要な知識、技能、態度及び習慣を養い、もって心身の調和的な発達の

基盤を培う」という目標をもつ「養護・訓練（平成11年の学習指導要領（特支）等で「自立活動」

に名称変更された。以下、自立活動（養護・訓練）と記す）」が、初めて障害に応じた特別な指導分

野として、教育課程の編成領域の一つに新たに位置づけられたこと。

②　障害の種類・程度及び適性等の多様性に応じた教育を行うため、「重複障害者のうち学習が著しく

困難な児童又は生徒については、各教科、道徳若しくは特別活動の目標及び内容に関する事項の一

部又は各教科に変えて自立活動（養護・訓練）を主として行うこと」等が重複障害者等にかかわる

教育課程編成の特例として示されたこと。

このように養護学校教育の義務化にむけて、それまで就学の猶予・免除となっていた重度・重複障

害児の受け入れの課題である教育内容が、この創設される自立活動（養護・訓練）を中心に考えられ

ており、したがって、久里浜養護学校の使命である重度・重複障害児教育における指導の方法開発は、

この自立活動（養護・訓練）の指導内容・方法の開発にあったと考えられる。

この時期の自立活動（養護・訓練）の投稿数を見てみると、全投稿数の1/3強を占め（表３参照）、

その内訳は、コミュニケーションに関することとＡＤＬに関するものが多く、就学後の集団生活にで

きるだけ早く適応できるための内容の選択が優先されていたと考えられた（図２参照）。このようにこ

の時期の自立活動（養護・訓練）の指導における方法開発は、まず学校生活を送るうえで必要となる

生活能力面の改善・向上を目指したものを主としていたが、昭和54年度の学習指導要領（特支）
８）

の改

訂内容から、このことは十分に解決できていなかったことが推測される。

つまり昭和54年度の学習指導要領（特支）では、心身の障害によって通学して教育を受けることが

困難な児童又は生徒に対して、教員を派遣して教育を行う「訪問教育に関する特例」を設けているが、

その背景には、就学の義務化を実施させたとしても、通学して円滑に学校生活を送ることができるま

でに指導内容・方法及び教育環境を準備することが困難であるとの判断があったと推察されるからで

ある。また、この時期、実態把握に関する投稿が多く認められるが（図３参照）、このこともまだ取り

組みが端緒であったことを示唆していると考える。

（２）Ⅱ期における課題解決事項と課題

Ⅱ期にかかわる学習指導要領（特支）の改訂、すなわち昭和54年度の改訂で重度・重複障害児に関

わる内容において特筆されることは、前述のとおり、訪問指導に関する特例が設けられたことである。

この規定は、心身の障害によって通学して教育を受けることが困難な児童又は生徒に対して、教員

を派遣して教育を行う場合については、重複障害者に関する特例にある「重複障害者のうち、学習が

著しく困難な児童生徒の場合」の内容や「学習が困難な児童生徒に関する特例」によることができる

とされるものである。後者については、知的障害児教育で長い実践経験のある「教科内容の下学年適

応等」のことであるので、教育上の経験、ノウハウ等の蓄積は少なからずあったことは推測されるが、

前者については、実践経験の少ない「自立活動（養護・訓練）を主とした教育課程」であるので、教

育上の経験やノウハウ等の蓄積はⅠ期同様少ないものである。したがって、この時期の久里浜養護学

校の具体的使命は、やはり自立活動（養護・訓練）の指導内容・方法の開発にあったといえる。

この時期の自立活動に関する内容の投稿は、Ⅱ期の全投稿数の42.5％であった（表３参照）。その具

体的内容は、コミュニケーションに関する内容の投稿が飛びぬけて多いものの、コミュニケーション

以外の内容も実態把握に関する内容を除き、ほぼ均等に年間平均１本以上投稿があった（図２参照）。

このことから自立活動の指導内容が、学校生活を送るうえで必要となる生活能力面の改善・向上を目

指したものだけではなく、障害による学習上又は生活上の困難を改善・克服することを目指す取り組
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みまでに拡充したことが推察される。

この様子は、Ⅱ期終了後における平成元年度の学習指導要領（特支）
９）

の改訂内容からも垣間見るこ

とができる。この学習指導要領（特支）改訂では、自立活動（養護・訓練）において、目標は従前ど

おりとしながらも、内容はより具体的に示すという観点から４区分（柱）を５区分（柱）に改められ、

内容の項目についても、具体的な指導事項を選定する観点が明確になるように12項目を18項目に改め

られている。

つまりこのことは、Ⅱ期において、この領域に関する指導方法の開発が一定の成果をあげ、学習指

導要領（特支）等の内容をより具体的に提示できるまでに、教育実践が蓄積されてきたことを示唆し

ている。

また、この時期、国立特殊教育研究所研究員との共同研究による投稿は、Ⅰ期の年間平均数と比較

し半減しているものの、単年度で見るとこの時期の昭和55年度が最も多かった。昭和56年度以降の投

稿数は極端に減少していることから、共同研究による投稿は、Ⅱ期の前半までで一応の区切りがつい

ていた。したがって、この時期の前半に、自立活動（養護・訓練）の指導方法開発における基礎的デ

ータの蓄積は、一応の区切りがついたと考えられる。（図５、図６参照）

（３）Ⅲ期における課題解決事項と課題

Ⅲ期にかかわる学習指導要領（特支）・教育要領（特支）（以下、「学習指導要領（特支）等」と記

す）の改訂と告示、すなわち平成元年の学習指導要領（特支）の改訂と平成元年の教育要領（特支）
10）

の告示で、特筆される重度・重複障害児に関わる主な内容は、次の４点である。

①　自立活動（養護・訓練）の領域においては、これまでの実施を踏まえ、内容等の再編成が行われ

たこと。

②　個別の指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項として、地域社会との連携を深めるとともに、

学校相互の連携や交流を図ることにも努めることが加えられたこと。

③　個別の指導計画の作成等に当たり配慮すべき事項として、効果的な指導ができるように教材等の

精選を図ることが加えられたこと。

④　障害児の早期教育の充実を図るために教育要領（特支）が初めて告示され、幼児教育においても

障害に応じた特別な指導分野として、自立活動（養護・訓練）が教育課程の編成領域の一つに新た

に位置づけられたこと。

この時期の久里浜養護学校の具体的使命は、学習指導要領（特支）等の内容と久里浜養護学校の教

育計画　
　　４）５）

から考えると、おおよそ①効果的な教材教具の選定・開発及び自立活動（養護・訓練）にお

ける指導内容・方法の開発、②過重負担にならない交流活動や交流教育の内容・方法の開発、この２

点に包含される。

Ⅲ期の自立活動に関する内容の投稿は、この時期の全投稿数の27.9％であり、教材教具に関する内容

は、56.1％であった。双方合わせると84.0％を占めていた（表３参照）。つまり、投稿内容のほとんどは、

幼稚部幼児も含め、自立活動における指導の方法開発のための教育実践と重度・重複障害児の効果的

指導を行うための教材教具の選定・開発であった。

平成11年度の学習指導要領（特支）等　
　　11）12）

の改訂においては、自立活動（養護・訓練）の内容の項目

が18項目から22項目に改められ、この時期に指導内容・方法の開発が一層拡充したことを示唆してい

る。また、選定・開発された教材教具は、「手作り教材教具集」にまとめられ、平成元年から毎年、文

部省特殊教育課、全国の特殊教育諸学校を所管する教育委員会や特殊教育センター及び全国の各養護

学校に配布されてきた。したがって、前者の課題については、一定の課題解決の役割を果たしたこと
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が推測できる。

特別活動（交流教育・交流活動とそれ以外の行事も含まれている）に関する投稿数は、年間平均0.5

本未満と極めて少ない水準でⅠ期から推移していた（表２参照）。したがってこの課題は、前者の課題

と比較して、十分な教育実践の蓄積ができなかったと推測される。この原因としては、久里浜養護学

校の入学募集の範囲が全国であったり、
４）　

教員も全国の都道府県からの３年程度の人事交流で勤務して

いた者がほとんどであったり　
　　13）14）

して、地域住民や地域の学校と継続的に密接な関係づくりを行うこと

が、困難な条件にあったことが一つの要因であったと考えられる。

（４）Ⅳ期における課題解決事項と課題

Ⅳ期にかかわる学習指導要領（特支）等の改訂、すなわち、平成11年の改訂で、重度・重複障害児

に関わる主な内容は、次の４点である。

①　早期からの適切な対応、幼稚部において３歳未満の乳幼児を含む教育相談に関する事項を新たに

規定（小・中学部及び高等部においても特殊教育に関する相談のセンターとしての役割について新

たに規定）

②　重複障害の幼児について、指導上の留意事項に専門機関との連携に特に配慮することが示された

こと。

③　自立を目指した主体的な指導を一層推進する観点から、領域名「養護・訓練」が「自立活動」に

名称変更され、目標にその旨が明記された。また、内容についても、コミュニケーションや運動・

動作などの基本的技能に関する指導等が充実されるように改善された。

④　個に応じた指導を行うことを一層明確にするために「個別の指導計画を作成する」ことが明示さ

れた。

この時期の久里浜養護学校の具体的使命は、学習指導要領（特支）等の改訂内容と久里浜養護学校

の教育計画　
　４）５）

から考えると、おおよそ、①個に応じた指導内容・方法の一層の開発、②特殊教育に関

する相談のセンターとしての役割（早期教育相談活動も含む）の推進、この２点に包含される。

前者の場合、具体的には自立活動において、「個別の指導計画」の策定、実施、評価をして、個に応

じた指導を行うことを意味すると考えられる。

久里浜養護学校における個別の指導計画に関する投稿数は、Ⅲ期後半において、個別の指導計画に

関する内容が僅かに認められるものの、実態把握・評価方法に関する内容のものがほとんどであった。

個別の指導計画に関する内容の投稿は、Ⅳ期に入ってから顕著に増加した。（図３参照）

実態把握と評価の双方が的確に実施できる方法を持たないと、個に応じた指導計画は作成できず、

意図的計画的な個に応じた教育実践は行えない。このことを改めて示した結果であったと考える。「個

に応じた指導内容・方法の一層の開発」のツールとなる個別の指導計画作成を、教育実践に基づいて

示したことによって、この時期の久里浜養護学校に求められた前者の課題解決策の一つは提案できた

と考えられる。

このことは、平成20年の学習指導要領（特支）等改定案　
　15）16）

に、「個々の幼児児童生徒の実態把握は、

すべての教育活動に必要なことであるが、自立活動の指導に当たっては、実態の的確な把握に基づい

て、個別の指導計画を作成することから特に重要である。」という観点から、「個々の幼児児童生徒に

ついて、障害の状態、発達や経験の程度、興味・関心、生活や学習環境などの実態を的確に把握する

こと。」が新たに示されたことからも示唆される。

後者の課題である特殊教育に関する相談のセンターとしての役割（早期教育相談活動も含む）の推

進については、久里浜養護学校の教育計画から読み取ると、具体的には、校務分掌や校内組織を工夫
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して、早期教育相談室の設置や専任の担当者を配置して、地域住民に対する早期教育相談会や幼稚

園・保育所・小学校等へ訪問して相談活動を実施することであったり、障害児を支援する教育・福祉

機関などと連携協力を図り、ネットワークづくりを推進することであったり、長期休業期間中におけ

る人材をも含めた学校の教育力を開放することであったりする地域支援活動であった。これらに分類

される教育実践活動に関する投稿は、これまでⅡ期後半に時折認められる程度であったものが、Ⅳ期

に入って飛躍的に増加していた（図４参照）。このことから特殊教育に関する相談のセンターとしての

役割を推進するという課題は、校務分掌や校内組織を工夫して取り組んだことにより、数多くその教

育実践が投稿できるまでに、教育実践の経験を蓄積することができ、当面の課題は達成されたと考え

られる。

このことは、平成20年の学習指導要領（特支）等改訂公表に伴う文部科学省主催の新教育課程説明

資料　
　17）18）

に「特別支援学校が、地域における特別支援教育のセンターとしての役割を果たしていくため

には、各学校において、教師同士の連携協力はもとより、校務分掌や校内組織を工夫するなどして、

学校として組織的に取り組むことが必要である。」という記載があることからも示唆される。

（５）全体をとおして

国立特殊教育総合研究所との共同研究による投稿は、昭和54年度の養護学校教育義務制実施後２年

を過ぎると急速に減少していた（図６参照）。本来であれば、相互協力を法令で規定されている機関で

あるので、継続して実施していく必要があったものだと考える。前出の臨時教育審議会の第三次答申

でも一層の相互協力が求められたところでもある。効率よく先導的に教育実践を実施するためには、

研究者との協働作業が欠かせないものである。もともと久里浜養護学校は国立特殊教育総合研究所の

附属教育実験施設として構想されながら、会計法上等の問題から、隣接しながらも独立した組織とし

て設置された経緯がある。
13）　

組織が異なると経費負担をどちらがするか等の問題が生じ、また人事管理

体制が異なることで、プロジェクトチームも維持されにくい。このようなことで取り組みが長期にな

り、課題の話題性が希薄になると継続が困難になり易い。概要で紹介したとおり、久里浜養護学校の

教師は、校長、教頭、教諭、養護教諭の合計32人である。各期間の年間平均投稿数（表２参照）は、

Ⅰ期23.3本、Ⅱ期28.1本、Ⅲ期、29.9本、Ⅳ期33.4本と各期間において、年間一人当たり１本程度の投稿

をしているほど意欲的な教師集団である。このような教師集団をもつ久里浜養護学校でさえ、前述の

ようなことが原因で、相互協力関係を円滑に継続させることができなかったようである。長期的視点

で解決を求めなければならない課題を与える場合、でき得るならば校長のもとに研究スタッフと実践

スタッフが対等にパートナーとして配置されるような組織づくりが効果的であると考える。

また、今日のように障害者をとりまく障害観や自立観の変遷期においては、常に利用当事者のニー

ズ充足を念頭におき、支援のあり方を考えていく必要がある。久里浜養護学校においては、指導内

容・方法の開発が在籍者の状況から評価・点検していることがほとんどであり、卒業者の生活実態か

ら評価・点検しているものは、筆者の研究も
19）　

含めて２件と少ない（図７参照）。それも個人申請の研究

助成金による研究であり規模も小さい。現在、我が国では障害のある方達に対しての生涯を見据えた

支援体制が求められている。平成15年から実施された障害者基本計画に
20）　

おいて、個別の支援計画作成

が示されたこともこのような理由によるものである。このような視点に立てば、個別の教育計画（就

学期間内の個別の支援計画）も文部科学省が解説するような「乳幼児から学校卒業まで」というスパ

ンではなく
　　17）

、卒業後の生活を見通した取り組みの努力が必要となると考える。このような観点から、

久里浜養護学校卒業者への追跡調査を実施し、これまで開発してきた指導の方法を卒業生の生活実態

から再評価・点検してみることが、今後の重度・重複障害児教育の向上に重要なことであると考える。
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６．まとめ

本稿は、政策課題解決を使命とする学校の教育実践の指針づくりに資する目的で、昭和54年度の養

護学校教育義務制実施の準備のため設置された久里浜養護学校の教育実践と学習指導要領（特支）等

との関連から、与えられた政策課題の達成と残された課題について検討した。久里浜養護学校の教育

実践は、冊子形式のものに投稿された数や内容から把握した。その結果、以下の知見を得ることがで

きた。

１．久里浜養護学校に求められた具体的な課題は、自立活動（養護・訓練）の指導内容・方法の開発

を基軸としながら、それに付随する教材教具の開発、個別の指導計画（実態把握・計画・実施・評

価）の作成方法の開発及び地域における特別支援教育のセンターとしての役割（早期の教育相談活

動も含む）を果たすための方法開発であったことが示唆された。

２．学習指導要領（特支）等における重度・重複障害児教育に関する内容の改善と久里浜養護学校に

おける教育実践の成果とは、密接な関係が認められ、久里浜養護学校に求められた具体的課題解決

のための教育実践経験は蓄積されたと考えられた。

３．障害観や自立観など、障害児を取り巻く状況が大きく変化し、教育実践を再評価・点検するため

の追跡調査を早急に実施することが課題であると示唆された。

４．先導的に教育実践を実施するためには、研究者との協働作業が必要であり、これを円滑に推進す

るためには、研究スタッフと実践スタッフが対等なパートナーとして配置されるような、学校の組

織づくりが必要であると考えられた。
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